















































































































































































































最適配分基準  「必要・能力」 「効率・便利さ」 「困窮・福祉」











































































































家 族 地域自治会 NPO 企 業 行 政
?
?
組織理念 血縁 負担の公平 必要性 利益の最化 公平・平等
行動規範 家訓 慣習法 共感 採算性 法律・条例
行動源泉 愛情 相互監視 自発 市場原理 権限（強制力）
行動特性 個別的 集合的 柔軟・多様 競争 均一・画一
受益特性 限定的 全体的 部分的 選択的 全体的







































































































当然多様な NPOが存在するのであるから，大きな NPOも小さな NPO
もどちらも不利にならないように，同様の活動をしている NPO同士が
NPOによる地域内資源循環の可能性
１４５
ジョイントベンチャーを組み仕事を分け合うような工夫も必要である。
さらに新たな課題として，自治会や町内会をはじめとする地縁団体と
の関わりも大きくなるであろう。コミュニティの変化に伴う地縁組織の
弱体化や住民自治組織の再編の動きに伴い，NPOがコミュニティの担
い手としても期待されつつあ
（１１）
る。
NPO自身が今後戦略性をもって，これらのテーマに取り組む必要が
ある。
以上をまとめると，NPOセクターの基盤整備に必要なことは以下の
ようになる。
①NPOセクターへの帰属意識
②NPOセクターの代表性
③行政との対等性の確保
④NPOセクター内の多様性の尊重
⑤地縁団体との関係
（４）組織内での協働
参加協働型新社会は，ネットワーキング型の社会である。それは上意
下達のタテ社会ではなく，ヨコ型の社会である。企業や行政のマネジメ
ントやコミュニケーション・システムは，ヨコ型になかなかなじめない
構造を持っている。
しかし，NPOは本質的にヨコ型の組織である。ヨコ型組織とは，組
織のミッションを達成するために必要な役割と仕事を創造し，能力と適
性に応じて役割を分担し，それぞれが力を出し合える仕組みと構造を
持ったものである。ヨコ型の関係における対等な仕事の仕方とは，互い
が相互に認識し理解し合って共通の目標達成に向けて各自それぞれなり
の能力を出し合い，協働することである。NPOではセクター内のネッ
トワーキングが何より重要であり，代表者や事務局長などリーダーとな
る人は有能な協働コーディネーターである必要がある。
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（５）NPOと他セクターとの協働
NPO間の協働ということでは，我が国では分野・領域を超えた NPO
同士のネットワーキングはなかなか進んでいない。そのためには NPO
同士が有機的につながり NPO間のネットワーキングを広げ，ネット
ワーキングによるプロジェクトの創造，運営ができる人材，協働コー
ディネーターが必要となるだろう。
多様で多元的な選択肢のある真に豊かな市民社会の実現に向けて，
NPOと他セクターとのネットワーキングが重要な課題である。有効な
ネットワーキングを進めるためには，パートナーシップの原則を踏ま
え，互いに他のセクターの得手不得手をよく理解した上で，まず共通の
目標達成のためにどのような役割分担とプロセスで協働作業を進めるか
についての合意形成が必要である。
NPOと行政，企業がそれぞれ自らだけではできないテーマだからこ
そ協働するということが基本である。とりわけコミュニティ・ビジネス
を展開する NPOのマネジメントや仕組み作りには，他セクター間の
ネットワーキングが不可欠の要素といえる。
特にこの課題においては，異セクターのネットワーキングを運営する
協働コーディネーターの存在が不可欠であると考える。その際，単に個
人の活動だけに期待するのではなく，有機的結合を果たす機能を持った
組織としての活動がより大きな成果を目指す条件であると考える。
（６）ヒト，モノ，カネ，情報という複雑多主体の資源を結ぶ
役割としてのポリエージェントシステム
NPOと行政，NPOと企業というような２主体間の協働ではなく，NPO
と行政そして企業，更に異分野の NPOが集まって一つのミッションを
共有する「共同体」が生まれなくては，社会の求める成果を上げづらく
なる時代は近いかもしれない。
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高木晴夫（１９９９
（１２）
）はネットワークにおけるリーダーシップについて，
「調整機能」と「モニタリング機能」という概念で説明している。
「調整機能」とは職能分業と管理階層にあるピラミッド組織の原理で
あるとし，職能ごとに業務を分化し，それらの間の調整と統合を図るた
めに階層を形成した管理階層は職能ごとの業務遂行における調整と統合
の役割を担っている。言い方を換えれば，管理階層はミドルマネジメン
トである。トップの経営計画をボトムが実行するとき，ミドルの仕事は
計画を職能ごとに分けて伝達することであり，計画通りの実行を監督す
ることである。このような管理階層の働き方をひとまとめにして「調整
機能」と呼んでいる。
一方，筆者が考える多主体の共同体は，複雑多主体システム（ポリエー
ジェントシステ
（１３）
ム）であり，そこには調整機能に相当する管理階層は存在
しない。モニタリング機能というべきリーダーのメンバーに対する役割
がある。この点を高木（１９９９）のいう「管理目標制度」風に述べれば，
共同体のリーダーはメンバーの自主性を基に，全社目標の達成に必要な
メンバー目標をともに設定し，メンバーの活動を励まし，支援し，進捗
をモニターする。このようなリーダー機能をひとまとめにして「モニタ
リング機能」と呼ぶ。
筆者の描く地域内資源を結ぶ主体は，単にヒト，モノ，カネ，情報と
いう資源を結ぶという役割だけではなく，自らも活動を行っている主体
であるということである。この点が，現状における中間支援組織や行政
による協働活動とは異なる。
これをもう少し分かりやすく例えるならば，俳優（アクター）と監督
の関係に似ている。モニタリング機能におけるリーダーとメンバーの関
係は，演劇における監督と俳優の関係になぞらえることができる。舞台
に登場する様々な俳優は，監督の実現したい舞台芸術のための部品では
ない。俳優にもそれぞれ実現したい芸術としての演技がある。俳優達も
それぞれ主体性をもつ芸術家である。
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彼または彼女たちは台本という内部モデルを共有して，全員の協力
で，舞台という芸術作品の創造を目指す。監督の仕事はそれぞれの俳優
の役割についての内部モデルの共有を目指し，目標を設定する。必要な
演技がうまく生まれるように俳優を励まし，演技を提案し，時として叱
咤する。その関係は階層組織でいう上司と部下ではない。あくまでも芸
術家同士の協働作業である。俳優の目標と監督の目標が台本をベースに
して共有されている。監督の俳優達に対する関係は命令ではなくモニタ
リングである。
だが，多主体間の協働ではいくつかの課題が存在する。以下３点を上
げる。
第１に，NPOセクターとしてのまとまりを運営維持するための財源
が確保しづらいことである。ただでさえ，個々の NPOが財源的に困窮
しているなかで，更にセクターのまとまりの為とはいえ金銭負担をどの
ように考えるかである。第２に，NPOをまとめる為に多くの NPOが共
同行動をとるためには，ある種の権威性や信頼性（影響力）が必要であ
る。第３に，全ての NPOが参加する必要はないにしても，ある程度の
参加が無くては NPOセクターとしての代表性を主張しづらい。
ここにおいて重要なことは，NPOがセクターとしてまとまることが
如何に重要な意味を持つかということを啓発していき，そして具体的な
メリットを発生させることである。
（７）協働する多主体間でのNPOの優位性
取引コストの観点から NPOは他のセクターよりも優れている。例え
ば政府が今まで満たされない社会サービスにおけるニーズを満たすには
関連施策を実行する必要があるが，政府が施策を執行するための組織体
制を整えるまでの一連のプロセスは非常にコスト高である。一方，これ
に対して NPOは多くの場合，現場ニーズに近いところに位置し，自発
性を基盤とした集団である。したがって，NPOでは問題に気づいた一
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握りの人々が，市民の自発的な参加を得ながら，政府の機構よりも小さ
な組織で，社会的ニーズに適合的な供給が可能であ
（１４）
る。
これによって既に活動をしている NPOを巻き込む方が政府機構の肥
大化を回避しつつ，より安価にサービスの供給が可能である。更に，政
府単独よりも多数の参加によって一定の競争により効率性においても改
善が図れるであろう。加えて，地域の当事者を社会サービス・プログラ
ムに組み込んでいくことは政治的正当性の確保が可能となる。
このことから，NPOが他のセクターよりも，地域資源のネットワー
クを担うに相応しいといえる事を見てきた。
政府，民間そして NPOというとらえ方よりも，もっと広く NPOとの
関係を考えるべきである。地域コミュニティ，行政，企業，NPOの各
セクターと地域を愛する個人という枠組みと，それらがお互いに補完・
調整しあうという中で捉えることが地域資源のネットワークを構築しや
すいと思
（１５）
う。そして，この補完し合う地域ネットワークが地域内資源循
環をより確実にする事になる。
４ 地域内資源循環型NPOの形態
NPO前史として報徳運動を通し日本人における NPO活動の受容素地
を確認し，その後「地域内資源循環型 NPO」を構成する，資源配分，
資源結合，ネットワーク，協働を「ポリエージェントシステム」という
多主体を結ぶ機能で論じた。そのうえで，NPOによる地域内資源循環
という可能性を論じた。
ここからは，さらに「地域内資源循環型 NPO」の形態を考えること
にする。そして，それが形成され，さらなる進化発展をする可能性を考
える。
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４．１ 地域内資源循環型NPOの組織性格を決める３つの要因
（１）２つのマッチと性格
まず，ミッションの具体性と近似性であるが，ここでいうミッション
の具体性とは，ミッションの指す，働きかける対象者の範囲の幅や言葉
の明瞭さなどである。また，ミッションの近似性とは，どれだけミッ
ションが似ているかということである。
ミッションが具体的であり近似性が高ければ高いほど，参加 NPOの
多様さが小さく，NPO間の情報共有が進んでいく。しかし一方で異分
野からの情報の流入がほとんど無く，活動の硬直化を招きやすい。
逆にミッションが漠然としており近似性が低ければ低いほど，参加
NPOの多様さが大きく情報共有を進めにくいが，他方では異分野から
の情報の流入があり硬直化を防ぎより広範な活動をしやすい。
どちらがよい，優れているということではなく，ミッションの具体性
と近似性から判断される参加 NPOの多様さの現状と参加 NPOのニーズ
や現状がマッチしているかが重要である。したがって，結成時もしくは
途中で NPOが参加してくるとき，慎重に具体性と近似性について検討
することが重要である。
２つめのマッチは，外部ステークホルダーとの関係である。発足の経
緯が与える影響も大きい。発足時の各ステークホルダーとの関係や各ス
テークホルダーとのつきあい方，それまでの協働の経験の蓄積は，組織
の性格を決める重要な要素である。この点は，途中から変えていくこと
もできないことではないが，やや難しいだろう。
特定のステークホルダーとの関係が近いと，そのステークホルダーに
対する影響力が高く，協働も進めやすいが，逆にそのステークホルダー
から強い影響を受けることになってしまう。しかし，この影響力の高さ
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をテコにして他のステークホルダーとの協働への影響力を高めていくこ
とができる。
参加している組織のミッションやニーズと，発足時の各ステークホル
ダー間の関係がマッチしているかが重要である。
NPOの性格とは，運動型か組織型かの区別である。運動型は変革の
論理で動き，組織型は維持の論理で動く。そして，参加 NPOごとに運
動の論理と組織の論理の強さは異なる。運動の論理が強い NPOであれ
ば，情報の共有も協働の推進も影響力の強化も何かを変革するためのも
のであり，何かを変革するのに相応しい関係性を構築していく。
一方，組織の論理が強い NPOであれば情報の共有も協働の推進も影
響力の強化もその組織を維持していくためのものであり，その組織を維
持していくのに相応しい関係性を構築していく。
もちろん一方だけの性格を持つものではなく，両方の性格を持ち合わ
せるのだが，その強弱はある。
（２）３つの要因と形成過程の関係性
これまでの議論から，地域内資源循環型 NPOの性格を決定する３つ
の要素が分かった。これらの要因がどの時点で決まるのかを考えてみる
と，地域内資源循環型 NPOの形成過程においてかなりの部分が規定さ
れる要因であることが分かる。
また，活動の途中からこれらを変えていくことは難しい。多様性や他
のステークホルダーとの関係性などのネットワークの根本に係わる点を
変えるには，参加している NPOの全会一致の同意が必要であると考え
られるが，現実問題として利害調整は不可能に近いだろう。
全ての組織が必要と思えるような変革であればよいが，実際問題とし
てそのようなケースは稀であろう。通常の組織と違って強い権限を持つ
リーダーが存在しないため，リーダーの指導力で解決していくことは非
常に難しいのである。
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それでは変革は不可能なのだろうか。現実には外部環境の変化や，参
加 NPOの変化によっては地域内資源循環型 NPOの変革が必要な場合が
ある。以下，地域内資源循環型 NPOの変革の可能性を考えていきたい。
４．２ 地域内資源循環型NPOの変革可能性
地域内資源循環型 NPOの変革を考える前に，一般的な組織の変革に
ついて考えたい。今田高俊（２００３
（１６）
）によると組織が存続するということ
は，自らに対する差違を生み出しつつ生成変化を遂げるということであ
る。そして，組織の変革は外圧的変化（環境適応変化）と内圧的変化（自
己適応型変化）に分けられ，内圧的変化がより上位な変化であるという。
このことは，NPOや NPOのネットワークにも当てはまるであろう。以
下は今田の議論を参考に進めたいと思う。
今田によると，組織での内圧的変化を生み出す条件として４つを挙げ
ている。
①創造的な「個」の営みを優先すること
②揺らぎを秩序の源泉と見なすこと
③不均衡ないし混沌を排除しないこと
④コントロール・センターを認めないこと
これは組織が存続するというのは，自らに対する差違（変化）を生み
出しつつ生成変化を遂げるということであり，外圧的変化ならば外部環
境要因によっては，十分な対応ができないまま崩壊してしまう可能性が
ある。だが，自らの欲求や能力と照らし合わせて，より望ましい環境を
自らが作り出すための能動的な変化をしたならば，つまり内圧的変化を
したならば，自分が変化することで他者も変化し，さらに他者の変化が
自分の変化に立ち返るという共鳴のメカニズムが働くというのである。
このことは「多様性」を導き出せるのではないか。同時に地域内資源
循環型 NPOに参加する「資源」の多様性のみならず，地域内資源循環
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型 NPO自体の多様性を考えることができるので，以下はそこに注目し
て議論を進める。
（１）参加NPOの自立性と地域内資源循環型NPOの変化
４．１の議論から地域内資源循環型 NPOの性格決定要因である「ミッ
ションの具体性と近似性」「外部ステークホルダーとの関係」「運動型か
組織型か」という３点が，自立性，同質性への影響を通して地域内資源
循環型 NPOの多様性に大きく影響を与えること，さらに創造性や自己
組織化に影響を与えることも分かった。
また，結成時に決まってしまうように見えたこの３点の要因も変化し
うる，すなわち静的なものではなく動的なものであることも分かった。
前述のように多様性はゆらぎの源泉でもあり，内圧的変化を通した組織
変革という観点から考えて，ある程度維持していくことが望まれるもの
である。
ただし，この多様性の保持はあくまで内圧的変化の必要条件に過ぎな
い。その多様性を，良き新しい秩序を生み出すように操作しなければな
らない。すなわち，この良き新しい秩序を生み出すようにするような条
件が必要条件である。
言い換えると，ここで内圧的変化が起きるための十分条件は，発生し
た「ゆらぎ」による秩序の乱れを，自分達の望ましい方向性へと向ける
ことが必要である。さらに言い換えると，その「ゆらぎ」による秩序の
乱れが自分達にとって望ましいものなのかどうかを精査し判断し実験す
ることが十分条件である。
ある独創的な「個」が創造的な試みを実行しようとして「ゆらぎ」が
生じたとしよう。果たしてこの試みは自分達の地域内資源循環型 NPO
にどのような影響を与えるのか，精査する必要がある。独創的だからと
いって，必ずしも自分達にとって良いわけではないのである。そして精
査した上でよいと判断できれば実際に実験してみるのである。
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以上の議論を踏まえ，地域内資源循環型 NPOにおける自己組織化の
必要十分条件を提示したい。必要条件はある程度の多様性を保持するこ
とである。十分条件は「ゆらぎ」が生み出す方向性を見極め判断し実験
することである。この「ゆらぎ」が生み出す方向性とは，多様性が担保
されている状態において独創的な個々が生み出す多様な方向性であり，
この多様な方向性を精査し判断し実験することが大事なのである。
すなわち，このことも含めて「多様性を運用すること」が必要十分条
件であると考えられる。別の言葉で言えば，「多様性のマネジメント」
である。
（２）地域内資源循環型NPOの多様性マネジメント
では，地域内資源循環型 NPOにおいて，その多様性をどのようにつ
かめばよいのだろうか。個々の主体を観察すればもちろん見えてくるだ
ろうが，現実的にはそれは膨大な作業であり不可能である。
そこで有用な方向性をつかむ指標となるのが，地域内資源循環型 NPO
の３つの性格決定要因である。３つの性格決定要因は，そもそも地域内
資源循環型 NPO結成動機といえる「情報共有」「協働の推進」「影響力
の変化」という３つの目的と深く結びついている。
同時に，３つの性格決定要因はいずれも多様性の程度に強い影響を与え
ている。すなわち多様性の程度の指標となる。
従って，この３つの要因を観察しコントロールすることで多様性の程
度を変えるだけではなく，その「ゆらぎ」による変化の可能性も見えて
くるといえる。なぜならば，多様化（あるいは同質化）が進もうとすると
き，この３つの要因のいずれか，あるいは複数に具体的な変化が生じ
る。その具体的な変化が起きている状態こそがまさに「ゆらいでいる」
状態であり，更にこの変化は３つの結成動機の現状に変化を与えている
からである。
変革のためには，この具体的な変化の方向性を精査し未来を予測する
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ことで，この方向性がよい方向性かどうかを判断し，よい方向性である
と判断できれば実験するのである。多様であればあるほど実験の数は多
くなり未来に備えやすいだろうが，多すぎると現在の方向性が失われ地
域内資源循環型 NPOはバラバラになってしまう。
地域内資源循環型 NPOの現在の方向性を見失わないようにしつつ，
将来の方向性を育てる。これができる程度の多様性が「相応しい」多様
さである。そしてこの「相応しい」多様さを持つ状態こそ，地域内資源
循環型 NPOの多様さと参加 NPOの求める多様さがマッチしている状態
である。
たとえば，何らかのミッションの達成のために，運動型の性格を強め
ようとするとしよう。そうすると，そのための様々な方策が練られ，実
行され，運動型が強まっていく。その過程で，既存の秩序が揺るがさ
れ，組織のあちこちで「ゆらぎ」＝新しい試み，変化が生じる。
その新しい試みや変化の中には，運動型の強化に強く貢献しているも
の以外にも，全く新しい方向を指し示すものもあるだろう。未来への予
測をもとに，それらを精査し，判断し，良い方向だと判断できれば実験
すればよい。
良いものを創ろうという意思があれば，このような実験から全く新し
い秩序が生まれてくるのである。
（３）地域内資源循環型NPOの変革
一番相応しい多様性の程度はあるかもしれないが，常にその位置に留
まり続けることは不可能である。ある部分においては同質化が，他の部
分においては多様化が進行しているのが現実だろう。それは個々の NPO
や参加者の変化かもしれないし，ステークホルダーとの関係性によるも
のかもしれないし，運動の論理と組織の論理の割合の変化によるものか
もしれない。
この同質化と多様化のサイクルにおいて，特に多様化が進む場所にお
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いて高い確率で「ゆらぎ」が生じ，実験的な試みが行われていく。この
実験的な試みは同質化の圧力を受け淘汰されながら，生き残ったものは
新しい秩序になっていく。
このようなリズムがあると考えたとき，大事なことは「個」，すなわ
ち参加している NPOやメンバーの自律性であることが分かる。参加し
ている NPOやメンバーが同質化の圧力に流されず，自立的に主体的に
地域内資源循環型 NPOに係わっていくことこそ重要なことなのであ
る。
この自立性を維持することで，３つの性格決定要因に影響を与え，多様
性や創造性が生まれ，新たなゆらぎが発生し，新たな秩序が生まれてい
くという組織変革のリズムをマネジメントすることができるのである。
５ 本研究のまとめと残された課題
非営利活動促進法（NPO法）が施行されてから幾多の NPO団体が活動
をし，また活躍している現状は，段々と NPOが身近なものになってき
ていることを感じさせる。更なるセクターとしての存在感を増し，現状
の閉塞感の元にある社会問題を解決できるような NPOとして根を張る
ことを期待して，課題を整理して本論文を結びたい。
（１）本研究のまとめ
NPOの潜在的需要者が今後は一段と顕在化するであろう。そもそも，
地方の衰退がいわれるようになってから，かなり久しい。そしてその
間，幾多の施策が行政や地域住民の手によって行われた。だが結局のと
ころ，地域の衰退を止めることも遅らせることも出来ないでいる。
本稿では，地域に存在するモノ全てを資源と捉え，その資源を地域内
で利活用をすることが地域の活性化であり，利活用するための資源の
ネットワーク化を図る NPOのあり方を示唆した。
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日本の社会は益々高齢社会になっていく。一人一人が新しい公共の担
い手となり，自ら多様な社会サービスの受け手であると同時に，作り手
ともなる「共助」型の社会に構造転換していくことが不可欠である。
「観客民主主義」「お客さん市民」から脱却して個々人が主体的に「市
民参加」していくためには，参加の核となる「NPOセクター」の社会
的役割はますます大きくなる。NPOが開く市民社会のデザインを提案
する本論が NPO，行政，企業，多様な分野立場の人に広がりをみるこ
とを期待する。たとえ「消極的理解
（１７）
者」であったとしても，より多くの
人に NPOへの共感を得ることが本論に取り組む筆者のミッションであ
る。
（２）今後に残された課題
企業のマーケティングが「効率」を目指すものであるとするならば，
NPOのマーケティングは「共感」がキーワードになるであろう。すな
わち，「共感のマーケティング」である。
それぞれのミッションに応じた事業を展開する NPOの活動，もしく
はミッションそのものへの共感の輪を広げることが目的である。それら
が成果となる点で，企業とは明らかに異なる。つまり，企業はその理念
にいくら共感されても，「たくさん」売れなければ成果にならない。「売
れてなんぼ」の世界である。しかし，NPOは「売れてなんぼ」ではな
く，そのミッションがいかに人々（市場）に共感され，企業セクターや
行政セクターには向かない，もしくはできない仕事が実現でき，その成
果としてどれだけ住みよい社会の実現に寄与できたかに，その目的と成
果がある。必ずしも規模にこだわらないし，継続は大事だが，ミッショ
ンをうち捨ててまで生き残ろうとは思わない。ここが，ミッションより
も組織の生き残りを重視する企業のマーケティング戦略とは，大きく異
なるところである。
しかし，戦術面においては企業のマーケティングと重なることも多
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い。データベース・マーケティング，ダイレクト・マーケティング，エ
リア・マーケティング，リレーションシップ・マーケティングなどの企
業セクターが開発してきた戦術は，いずれも NPOにとって役に立つ戦
術，手法であるといえよう。世界の NPOはこうしたマーケティング戦
術を使ってその戦略を達成しようとしている。
我が国の NPOは立ち上がったばかりのところが多く，まだまだ基盤
が弱く，NPOのマーケティング戦略，戦術も緒についたばかりである。
需要と供給の両側からの NPOを見る視点という意味で，NPOのマネ
ジメントの見方を変えてとらえてはどうか。更に，筆者の考える自立し
た地域となり，そこには地域内で資源循環がおこなわれているための３
つのキーワード，すなわち①経済価値だけに変換しないこと，②地域外
のモノをあてにしないこと，③地域で生きることを重視すること，を実
証し，そして NPOの「ビジネスモデル」とは，どのようなものか。そ
れを見いだすことが，残された大きな課題である。
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